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諸外国の動向を中心に

池本 美香

【要旨】

　本稿で は，諸外国 にお い て，幼児教育 ・保育政策 に関 して ，特に経済 的な観

点か ら，近年どの よ うな こ とが議論され ，具体的にどの ような施策が講 じられて

い るの かを紹介 し，日本の幼児教育
・
保育政策の今後のあ り方 につ いて考え る。

諸外国 では幼児教育 ・保育政策が，女子差別撤廃条約や児童の権利条約など、女

性や子 どもの人権に関する国際的な議論を受けて見直され てい る ことに加え．少

子高齢化に伴う労働力不足に対して、女性労働力の活用が求め られてい るこ と，

社会保障費用の負担増に対 して ，子どもの貧困や教育格差が問題視されて いる こ

と，就学後の教育の効率性を決めるの は就学前の教育にあるとい う研究成果 が注

目されてい るこ となどから，経済成長戦略の
一

環 と しても注目 を集めて いる 。

　具体的な改革と して f 幼児教育
・
保育政策を救貧的な福祉制度体系か ら，人的

投資を意識 した 教育制度体系に位置づ ける国が増えて い るほか ，保育の質を高め

ることにも力を入れる傾向にある 。 公的投資の効果を意識 した様々 な工夫も見 ら

れ ，保護者が自ら共同運営する施設や祖父母が保育する方式を積極的に活用 した

り，家庭や地域 に対する働きか けを重視 したり，保護者の労働時間 短縮を進める

動きなどが見 られる 。 日本で 目下検討されている幼保一体化を含む 「子 ども ・子

育て 新シス テ ム 」に つ い て も ，人道的観点に 加え ，経済成長戦略の 一環 と して の

検討を加え るこ とが期待される。

　キーワー ド ：幼児教育 ・
保育政策，保育 s 就学前教育，経済成長戦略
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は じめ に

　諸外国の 幼児 （本稿で は義務教 育就学前の 意味で 用 い る）教育
・
保育政策の動 向

を見 る と ， 制度設計に当た っ て は，単 に人道的観点か ら検討するの で は な く， 同時

に経済的な観点か ら様々 な検討がな されて い る 。 本稿で は ， 諸外国 にお い て ， 幼児

教育 ・保育政策 に関 して
， 特に経済的な観点か ら， 近年 どの よ うな こ とが 議論 され ，

具体的 に どの ような施策が講 じられ て い るの か を紹介 し， 日本の 幼児教育 ・保育政

策の 今後 の あ り方 に つ い て 考 え て み た い v

1 ． 諸外 国 に おけ る幼児教育 ・ 保育政策 をめ ぐる議論

　まず， OECD （経済協力 開発機構）にお け る議論 な ど ， 欧州 を中心 に ， 近年幼児

教育
・
保育政 策をめ ぐっ て どの よ うな議論が あ るの か を見て お く。

1．1． OECD におけ る議論

　OECD で は ， 幼 児教育 ・保育政策 をめ ぐっ て ，
二 つ の 部 門 に お い て活発 な調査

や議論が行わ れて い る 。

一
つ は社会政策に 関する部門 （Social　Policy　Division）で

，

もう
一

つ は教育政策 に 関する委員会 （Education　Policy　Committee）で ある 。

　社会政策に関す る部門で は ， 少子化 とそ れ に伴 う女性労働力活用 の 必要性が高ま

る なか ， 家族政 策 （family　policy）に注 目 し， 育児休業制度等の 労働時 間 にか か わ

る 政策 育児休業中の所得保障等の 経済的支援にか かわる政策 と ともに ， 保育制度

を 取 り上 げて い る 。 2002年 か ら2QO7年 に か け て 13か 国 の 状 況 に関 す る 報告 書

（B αbies　and 　Bosses’　Reconci！ing　VVbrk　and 　Famii3丿ム舵）が 計 5巻発行 され ， そ の 後

加盟国の 家族政策の 内容 （保育所 へ の 投 資額，育児休業の 日数等）や 成果 （出生率 ，

女性 の 就業率等）を，他国 と比 較
・
評価 で きる よ うにする こ とを目的 にホ ーム ペ

ー

ジ も設置 して い る　（OECD 　Family　database）。

　
一

方 ， 教育政策に 関す る委員会 で は
，
1996年 の 『生 涯学習 をすべ て の 人 の もの

に』 （Lifeiong　Learning　for　All）で ，21世紀 の 教育政策の あ り方 と して 生 涯学習 の

重要性 を指摘 し，その なかで 義務教育就学前の 教育の 重要性も取 り上 げられ た こ と

を 受 け， 1998年 か ら2004年 に か け て
， 幼 児 教 育 ・保 育 政 策 （ECEC ＝ Early

Childhood　Education　and 　Care） に 関 して
， 国際共同研 究が 行 われ た 。 こ の 共 同研

究 の 報告書 （Starting　Strong）は2001年 と2006年 に発行 され ，
2007年 には 継続 して

こ の 問題 に つ い て 議論す る ネ ッ トワ
ーク （Staning　Strong　Network ）が作 ら れ て い
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（図表 1）
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経済成長戦略として 注目される幼児教育 ・保育政策

子 どもの年齢別にみた一人当たりの公的支 出

（2003年）

　 　　 　　 5 歳以下　　　　 6〜11歳　　　　 12〜17歳

（資料）OECD （2009），　Doing　Better　for　Children　Country
　　　 ］ヨ［ighlights（Japan）

る 。 こ の 共同研 究に20か国 もの国が参加 した背景 には ， 出生率や女性労働力率向上

へ の 期待に 加 えて ， 幼児期の教育が重要で あ る とい う認識が 広ま りつ つ ある こ とと，

子 ど もの 貧困率
ω
が上昇す る なかで

， 格差 の 拡大を防 ぐ上で 幼児教育 ・保育政策の

可能性が大きい こ とが 注 目され つ つ あ る こ とが ある 。 日本が こ の 調査 に参加 して い

な い の は，幼児期の 教育の 重要性や，子 ど もの 格差問題 に対す る社会の 関心の 低 さ

を反映 して い る よ うに 思 われ る 。

　OECD か らは その 後 ， 仕事 と子 育て の 両 立 支援の 議論や 教育政 策の 議論 を統合

し，子 ど もに 関す る政策を総合的に 論 じた報告書 （OECD 　2009）が 出され て い る 。

この なかで は
， 子 ど もの 年齢別 に公的投資の 額を とらえ ，

た とえば 日本 につ い て は

特 に 乳幼児期 へ の 公 的投 資が OECD 平均 を大 き く下 回 っ て い る こ とが指摘 され て

い る （図表 1）。 仕事 と子 育 ての 両 立支援の た め の 保 育制度だけ を議論 した り， 幼

児期 の 教育だ けを取 り出 して 議論する の で は な く， 子 ど もを中心 に置 き， 子 ど もの

年齢 に応 じて どの よ うな政 策が必 要か とい っ た角度か ら も議論が な され て い る 。

1．2． EU にお ける議論

　EU （欧州連合）に お い て も，少子高齢化 へ の 対応 と して
， 女性 の 就業 率や保育

政策の 目標 を設 定する動 きが ある 。 2000年の リス ボ ン 会議で は，女性の 労働力率 を
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2010年まで に 60％ に引 き上 げる と い う目標が で き， 2002年の バ ル セ ロ ナ会議 で は ，

2010年まで に少 な くと も 3 〜 6 歳の 90％ ， 3歳 未満の 33％に保育を提供す る こ とが

目標 と して 掲げ られ た 。

　 2007年 に は家族 にや さ しい 政策の 充実 に向けて ， 加盟 国が情報 を共有 し議論 を深

め る こ と を 目的 に ， 「家 族 の た め の ヨ ー
ロ ッ パ 同 盟」 （European　AUiance　f6r

Families） も発足 して い る 。 こ の 背景 に は，家族 が経 済的繁栄 の 源で ある （falni−

lies　are 　a　source 　of　economic 　prosperity） とい う考 え方が あ り （Council　of　the

European　Unio几 2007）， 経済成長の観点か ら家族政策の あ り方が 注 目され て い る 。

家族政策の 重 点が従 来の 現金 給付 か ら
， 仕事 と家庭 の 両立支援 に移 っ て い る こ とを

ふ まえ，保育制度の あ り方 も含め て，欧州 レ ベ ル で 議論が継続 してい る 。

1．3． 諸外国で 幼児教育 をめ ぐる議論 が活発化 して い る背景

1．3．S． 女性 ・
子 どもの 人権に関する国際条約へ の 対応

　こ の ように諸外 国に おい て
， 近年 ， 幼児教 育

・
保育政策に 関す る議論が活発化 し

て い る背景の
一

つ には ， 女性や子 ど もの 人権 に関す る議論が ある 。 第
一

に1979年に

国連で 採択 され た 「女子 差別撤廃条約 」（正 式名称 ；女子 に対 す るあ らゆ る形態の

美別の 撤廃 に 関す る条約）が あ り， 日本 も1985年 に 批准 して い るが ， こ の 条約 の第

11条で 雇用の 分野 にお ける 差別撤廃 が取 り上 げ られ ， 「親が 家庭責任 と職業上 の 責

務及 び社会 的活動へ の 参加 とを両立 させ る こ とを可 能 とする た め に 必要 な補助 的な

社会的サ
ー ビス の 提供 を， 特 に保育施設網の 設置及 び充実を促 進す る こ とに よ り奨

励す る こ と」 とあ り， 女子 差 別撤 廃の 観点か ら ， 保育制度へ の 対応が 求め られ て い

る 。

　第二 に
，
1989年に 国連 で 採択 され た 「児童の 権利条約」 （正式名称 ：児童 の 権利

に 関 する条約）が あ る 。 日本 も1994年に批 准 して い るが ，
こ の 18条に おい て 「父 母

が働 い て い る児童が利 用 す る 資格 を有す る 児童の 養護の た め の 役務 の 提供 及び設備

か らそ の 児童が便益 を受 ける権利 を右す る こ とを確保する ため の すべ て の 適当 な措

置 を とる」 こ とを求め て い る 。 また ， 2005年 に は児童の 権利委 員会で 「乳幼児期 に

お け る子 ど もの権利 の 実施 」 （
一

般的 意見 7号）が 採択 され ， 乳幼児 の た め の サ
ー

ビ ス お よびプ ロ グ ラム に対す る 人的 ・財 政的資源 を増加 させ る こ との 必要性 な どが

盛 り込 まれ た 。 こ こ で は ，乳幼児が教育 を受 ける権利 は出生時 に始まる もの とし ，

「子 ど もの 人格，才能な らび に 糟神 的お よび 身体 的能力 を最大 限可 能 な まで に発達

させ る こ と 」を保 障す る と と もに ， 「了 ど も中心 の
， 子 ど もに や さ しい ，か つ 子 ど
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もの 権利お よび固有 の 尊厳 を反映 した方法 によ っ て 達成 され なけれ ば ならない 」と

して お り，子 ど もの権利 の 観点か ら も， 幼児教育 ・保育政策 の 見直 しが 求め られ る

よ うに な っ て い る 。

1．3．2． 経済成長戦略の
一

環 と しての注 目

　女性や 子 どもの 人権 に関す る 国際的な議論 に加 え，幼児教育
・
保育政策は近 年，

経済成長戦 略との 関係か ら注 目を集めて い る 。

　第
一

に ， 少子高齢化 とい う人口構造変化の もとで
，

どうや っ て 経済成長を維持す

る かが 諸外国にお い て も課題 とな っ て い る 。 その
一

つ の 対策 として ， 女性の 労働力

率 を引 き上 げる必要があ り， それに伴 っ て 保育制度の 充実が 求め られ て い る 。 また，

少子高齢化 の ス ピー ドを緩和 するた め に ， 保育制度の 充実に よ り出生率自体を高め

る こ と も期待され て い る。

　第二 に ，諸外国に お い て も社会保障費用の 負担が 間題 にな るな かで ，子 ど もの 貧

困の 増大や教育格差の 拡大が ， 将来の 費用負担 を増大 させ る こ とが懸念 され て い る 。

こ の ため
， 子 ど もの 貧困の 解消や教育格差の 縮小 に向けて

， 保 育制度の 充実 に期待

が寄せ られ て い る 。 た とえば ， OECD の 報告書 （OECD 　2005）で は ， 「貧困と不平

等は，人的資源，機会，人生 の チ ャ ンス を活用 で きて い ない 非効率 な社会 の表 れで

ある 。

…社会的 に許 されな い だけで な く， 今後，経済成長 を持続 させ るための 我 々

の 能力 に も多大 な重荷 を課 す こ とに なる だ ろ う。 」 と して
， 人道 的観点か らだ けで

な く， 経済成長戦略 として も， 貧困や不 平等の 問題 に対応する必要が ある と して い

る 。 従来 は社会保 障が 経済成長 に及 ぼす負荷 が 問題視 され て い たが ，社会保障が 対

症療法的 な，補償 を 目的 と した ア プ ロ
ーチか ら， 入 々 へ の 投資 を重視する方 向に転

換 し，人々 が 自らの 能力 を最大 限発揮 し，独立 し， 自立 した個人 と して社会 の メ ン

バ ーになれる よ うにす る とい うこ とに なれ ば ， 社会的 目標 と経済的 目標の 双 方を達

成す る可 能性 が ある として い る 。 そ して 「社会問題 の 多 くは子供時代 に端を発 して

い る 。

…恵 まれ な い 家庭に育っ た子供 は ， 学校で の 成績は振る わず ， 職探 しに 苦労

し，大人 に な っ て か らは，失業，病気 ， 障害 などに 苦 しむ こ とが多 い 」た め ， 保育

制度 を充実 して 親の 就労 を促進 し， 子 ど もの 貧困 を減 らす と同時 に ， 乳幼児期の 教

育格差縮小 に もつ なげる こ とが 求め られ て い る 。

　第三 に ， 情報化 な ど産業構造 の 変化 に伴 い ，今後の 経済成長 の た め には 人材 の 質

の 向上が 重要で あり， 自ら学 び続 ける 意欲や コ ミ ュ ニ ケ
ー

シ ョ ン能力 な ど， こ れ ま

で とは違 っ た 能力が求め られ て い る 。 こ うして ， 経済成長 戦略 との 関係で ，教 育の

重要性が 高 まる なか，教 育の 効果 を高 め る 上 で 乳幼児期の 教育 の 重要 性が注 目され
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（図表 2 ） 子 どもの 年齢別に み た人的資本投資の 社会的収益率

人 的資本
投 資の

収益率

　 　 　 0

（資料）OECD ，（2006，　 p ．38）の 図表を もと に作成 。

年齢

る よ うに な っ て い る。この 背景 に は，ノ
ーベ ル 経済学賞 を受賞 した シ カ ゴ大学 の ジ

ェ
ー

ム ズ ・ヘ ッ ク マ ン教授が ，「就学後の 教育の 効率性 を決め るの は
， 就学前 の 教

育に ある」 とす る論文 を発表 した こ とが ある （大竹　2009）。 こ れ は ， 脳科学 の 知

見 も生 か し， 就学前に適切 な教 育環境を与え られ ない 場合 ， 就学後に学習意欲 を高

め る こ とは難 し く，教育投資の 効果 は限定 的な もの に なる とい う考え方で ある 。

　大竹 （2009） に よ れば
， ア メ リカ の研 究で は ， 就学前の 教育は ， 就学後の 学力の

伸び に プ ラス に作用 した だ けで な く，
40歳 に な っ た 時点で 高校卒業率や持ち家率 ，

平均所得が高 く， また婚外 子を持つ 比 率や 生活保護受給率 ， 逮捕者率が低い とい う

結 果が 得 られ た とい う。 こ れ らを総合 して ，就学前教 育を行 っ た こ とに よ る社会全

体 の 投 資収益 率 を調べ る と
，
15〜 17％ とい う非常 に高 い 数値 とな り， 「通常の 公 共

投 資で は あ り得 な い ほ どの 高い 投 資収益率」で あ る とい う。 OECD の 報告 書で は
，

年齢 が低 い ほ ど人的 資本 投 資の 収益 率が高い とい うヘ ッ ク マ ン教授 らの 指摘 を取 り

上 げる と と もに （図表 2 ），保 育制度 の 様 々 な波 及効果 に 関す る他 の 国の 研究 に つ

い て も紹介 し （図表 3 ）， 経済 的な観 点か ら幼児教育
・
保育制度へ 投 資す る こ との

正 当性が 指摘され て い る 。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　 経済成長戦駱として注目される幼児教育 ・保育政策

（図表 3 ） 幼児教育 ・保育へ の投資効果に関する諸外国の 主な研究成果

調査名 調 査 結 果 の ポ イ ン ト

The　 Cal彊brnian　 stud 三es

（2001）

保育サービ ス は親の 雇 用や収入 を増やす だ けで な く、保育産業は カ リフ ォ ル ニ アの 総生

産の 650億 ドル （映画 産業の 約 4 倍 以．「二の 規模 ） を 占め る、123，000人 の 雇用，さらに 交

通，出版，製造 業，建 設業，金融サ
ー

ビス ，不動産，保険分野 で 86 ，0DQ人の 雇用 を生 む。
カ リ7 オ ル ニ ア の 貧 しい 家庭 25％に対 して保 育 を提供す る こ とに よ り，1 ドル の 投 資か

ら2 ドル の 収益 が期待で きる 。幼児教育 を受けた子 ども は，学校 の 成績が よ く，高校 卒

業 率が 高 く，犯 罪率 が 低 く，大人 に な っ た ときの 収入 が 多 い 。こ の こ とは政府 の 支出を

減ら し，税収を増や す。学校の 落第者や 高校の 中退者の 半分 は，収入の 中間層60％ に属

して い る ため ，貧困 層だ けで な く中流家庭に まで 保育サ
ービス を広げれ ば，投資効果は

2，62・− 4 ドル に 高 まる。保育 に は，福祉 の 受給率 を低下 させ ，健 康 を改善す る効 果 もあ

る P

The　　Zurich　　s嘸 dy　　by
MuUer 　 and 　 Kucera−Bauer
（2001）

保育サービ ス へ の 1800万 ス イス フ ラ ン の 公的投 資は，少 な くとも29GO万 ス イス フ ラ ン の

税 収増 に よ っ て 相殺 され，杜会援助 へ の 公 的 支 出 も減 らす。保育が 整備 さ れ れ ば，母 親

の 働 く時 間 は倍 近 くに な る。公 的 な 保育 は，1＞よ り高 い 生産性 と賃金 の 上 昇 に つ なが

る，2）社会保 障制度や貯 蓄に プ ラ ス に な る，3｝現役時代
・
高齢期と もに社会援助へ

の 依 存 が 減 る （保育サービ ス が な け れ ば 多 くの 家 族 が 貧 困 ラ イ ン を下 回 る）．

The 　longjtudinal　Bri．tish
EPPE 　study （1997−2〔〕07）

3 歳か ら 7 歳 の 子 ど もを対象 に ，幼 児教 育の 効果 につ い て 調査。主 な結果 は，1
．
）幼児

教 育の 経験 は子 どもの 発達 を促す 、 幼児 教育 へ の 参加 の期 間が長い ほ ど，知 的 ・社会的

な発達 に 効 果が あ る が、フ ル タ イ ム の ほ うが パ ートタ イム の 利用 よ り効 果が あ る と い う

関係 は見 られ ない 。社会 的に 恵 まれ ない 子 ど もは，い ろ い ろ な社会 階層の子 どもが 混 ざ

っ た環境 で保 育を受ける こ との 効果が大 きい 。2 ）プロ グ ラ ム の 質が，子 どもの 知的 ・

社会的発 達に 大 きな影響を 及ぼ す。訓練 を受 けた ス タ ッ フ が 多 くい る こ とは 子 ど もの発

達 に効果 が あ る。社 会 的な 発達 に 着 日す る こ と や，教 育的 な環境設定 や と もに 考 え るや

り方とい っ た教 育的乎法 に も効果が あ る 。 3）幼児教 育の 種類 も重要 で あ り，よ り知的

発達 に効 果があ るの は，統合 された 施設 と 自治体 が運醤 す る保育園 で ある。 4 ＞家庭で

の 学 び も重要 で あ る。親 の 社会 階層や教 育水準 は子・どもの 知的 ・社 会的発達に 影響 を及

ぼすが，そ れ 以 上 に家庭 の 学習環境の 違い が 重 要 で あ る。親力雛 で あ る か よ り
．，親が 何

をす る か が よ り重要 で ある。

Swed 配 Andersson　 studv　　　　　　　　　　　厚
（1992）

ス ウ ェ
ー

デ ン の 2 つ の 大 都市 の 中
・
低所得層 128家庭 の 8 歳児を サ ン プ ル と して ，家庭

環境，子 どもの 性別，生 ま れ つ きの 能力，8歳時点の 成績の 影響を取 り除い て ／3歳時点

の 成績 を見 た と こ ろ，2歳 に な る まで に保育所 に．人っ た 子 ど もは，完全 に家庭 で 育 っ た

子 ど も よ り，成績 が10〜20％ よか っ た。保育所 に 早い 時期か ら入 る こ とは，創 造的 で ，
社会生活 に 自信 を持 っ た，人に 好かれ る，寛大 な独 立心 の あ る青年期 に つ なが る と結論

づ けてい る。

The　　French 　　Nat［onal

Survey （1992）

幼稚 園に 就学前 1年，2年 　3年通 っ た于 どもの 国 の 比 較調査 に よ れ ば，小 学 校 の成 績

は，子 ど もの 育つ 環 境 の 影響 を考慮 して も，就 学前教 育 を受 け た時 間 の 長 さ と 閣係 して

い る こ とが わか っ た 。 幼稚園 に通う年数が 長 い ほ ど，小学校 1年生 で の 落第率が低 くな

り，そ の 影響は 最 も恵 ま れ て い ない 家庭 の 子 ど もほ ど大 きい 。

The 　 ID喞 tud血 a工　 New

Ze劭land　survey 　
“
Twelvo

Years 　Old　aロd　Compe 仁ellt
’宀

（1992〜）

1992年 か ら 長期 に わ た っ て 行わ れ て い る 調査 で ，幼児 教育の 質が高 い 子 ど もは ，質 の低

い 幼児教 育 を受 けた子 どもと比べ て，12歳時点 で の 国語や 数学の 成績 が良い こ とが わか

っ た。重 要な こ と と して，家庭 の 所得 や親 の 教 育水準の 影響 を險い て も，子 どもの 成長

と ともに，そ の 格差 が拡 大 して い る と い うこ とが 指摘 され て い る。

（資料） OECD （2006，　 pp ．249−・258）をもとに作成 。

2 ． 諸外 国に お ける幼 児教 育 ・ 保育 政策の 動 向

　次 に
， 諸外国 に お い て

， 具体的に どの ような幼児教育 ・保育制度改革が 行わ れ て

い る の か ， 日本 とは 異 なる動 きを中心に見 てみ たい 。
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（図表 4）　諸外国 に お ける幼児教育 ・保育制度 の所 管官庁

（泳〉

醗　 　 　 　
：
　 　 　 教育所管 の 幼稚園等 の サ・一一ビス

飜 轤 黼
攤韈 社会飜 避 康，繊 サービス と して の 備 所 薙 保龍 ・・サービス

　 　 　 　 　 　 福祉 と教育 の サービス が混在 　巌 ドイッ は州 ご と に異なる

　 　 　 　 　 　 義務教育

（資料）OECD 　（2 06，　p．76）等 を もとに 作成。

2．1． 幼児教育 ・保育制度 を教 育制 度体系に位置づ ける動 き

　第一 に，幼児教 育施設 と両 立支援を 目的 とした保育施設の 区分 をな くし， 幼児教

育 ・保育制度 を一
元的に 教育担当宮庁で 所管 し， 教育制度体系に 組み込 む 国が増 え

て い る 。 た とえば
，

ニ ュ
ー

ジ
ー

ラ ン ドと イギ リス で は
， 同 じ年齢の 子ど もに対 して ，

教育 を目的 とす る施設 （幼稚 園等） と親 の 就労支援 を 目的 とす る 施設 （保育所等）

が 並存 し ， 所管官庁が そ れ ぞれ 異 なる 二 元体制 に あ っ たが ， 保育所等を教育制度体

系 に組み 込 み ， 学校担当官庁が
一

元 的に所管す る改革が80年代 と90年代 に行われた 。

また ，
ス ウ ェ

ー
デ ン とノ ル ウ ェ

ーで は，社会福祉担 当官庁 が所管 して い た幼児教

育
・
保育制度を，学校担当官庁 の 所管 に移 す改革が90年代 と2000年代 に行わ れ た 。

オ ラ ン ダ で も保健
・
雇用 関係の 官庁 が所管 して い た保育制度が ， 2007年 に教育担 当

官庁の 所管に移 され て い る （図表 4 ）。

　 な お ， 国 に よ り学校教 育の 開始年齢 も異 な っ て い る （図表 4 ）。 義務教 育開始年
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（図表 5）
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経済成長戦略として注目される幼児教育 ・保育政策
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（資料）OECD ，　Education　at　a　glαnee 　2010 　Table　Bl．1a，
　B3．2a

齢は
， 大半の 国で 日本 と同 じ6歳 だが ， イギ リス や オ ラ ン ダで は 5歳 と早 く，

ス ウ

ェ
ー

デ ン， デ ン マ
ー

ク， フ ィ ン ラ ン ドで は 7 歳 と遅 い
。 その ほか，義務教育で は な

い が ， オ ラ ン ダで は 4 歳か ら ，
ニ ュ

ージ ーラ ン ドで は 5歳の 誕 生 日か ら学校 に通 う

の が
一

般的で あり，
フ ラ ン ス で は 3 〜 5 歳児の 99．4％ （2007年）が 国民教育省所管

の 幼稚 園 （ecole　maternelle ）
〔2｝

に在籍 してい る 。

　こ の ように，幼児教育 ・保育制度 を
一

元化 して
， 教育制度体系 に組み 込む国で は

，

学校教育 同様 ， 保育料が 無償化 され る傾向もあ る 。 フ ラ ン ス で は 3歳か ら ， オ ラ ン

ダ で は 4歳 か ら， ス ウ ェ
ーデ ン で は 2003年 よ り 4 歳か ら， イ ギ リス で は 2004年 よ り

3 歳か ら，
ニ ュ

ージ ー
ラ ン ドで は2007年 よ り3歳 か ら， 教 育部分 に つ い て 保育料が

無償化されて い る 。 幼児教育の 無償化に よ り，
こ れ らの 国で は 幼児教育費の 公的負

担割合 が高 くな っ て い る （図表 5 ）。

　教育制度体系に組み 込む改革の背景 に は ， 幼小接続の 観点か ら， 学校教育 と所管

をそ ろえる メ リ ッ トが ある と考え られて い る こ とや ， 生涯学習 の 基礎 を築 く上 で乳

幼児期 が重要だ と考 えられる よ うにな っ た こ となどが ある 。 また ， 前述の 「就学後

35

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



The Japan Society of Educational Sociology

NII-Electronic Library Service

The 　Japan 　Soolety 　of 　Eduoatlonal 　Soolology

の 教育の 効 …剰生を決め るの は
， 就学前 の 教育にあ るj とい う考え方か ら ， 乳幼児期

に投 資す る こ とに合意が得 やす くなっ た こ ともあ る 。 た とえば ，
ニ ュ

ージ ー
ラ ン ド

が80年代 に幼保の 所管を教育で一元 化 した 背景 には，大規模 な教育改革があ っ た 。

緊縮財政 の 時期に ， 限 られ た財源で 教育の 効果 を最大化 しな けれ ばな らない とい う

状況 の 下で
， 教育投資に つ い て は乳幼児期に重点 を置 く方が投資効果が 高い とい う

判断がなされ ， 高等教育の 予算を削 る
一

方で ， 乳幼児期の 予算が大幅 に拡大 され た 。

ニ ュ
ージー ラ ン ドで は幼保 の 所管

一
元化 に つ い て も， 行政事務 の 合理化が 目的の

一

つ に あ り， 事務を合理化 して 経費節減した 分 を， 幼児教育の 量的拡大や 質的向上 に

回すとい う戦略的 な発想が あ っ た 。

　こ の 改革の 背景 に は
， 保育所 に 十分 な予 算が 回 らずに ， 保育所の 質が 悪か っ たこ

とに対 して ， 子 どもの 福祉 の 観点か ら改善が 求め られ て い た こ とや ， 女性 の 就業率

が 低 く， 女性差別撤廃 の 観点か ら も保育所の 量 的拡大 ・質的向上 が求め られ て い た

こ と もある 。
ニ ュ

ージー
ラ ン ドは，「子 ど も コ ミ ッ シ ョ ナー」

（3〕
を1989年 と早 い 時期

に導入する な ど， 子 ど もの 人権 に対する意 識の 高い 国で あ り，女性の 参政権が 匿界

で 最初 に認め られ るな ど， 女性の 人権に対す る 意識 も高い 国で あるが ， そ うした人

権へ の 配慮か らだ けで な く，行政事務 の 合理 化 ， 教育投 資の 効果最大化 な ど
， 経済

成長戦略の
一

つ と して も議論 されて い た こ とで
， 改革が具体化 した 。 さらに ニ ュ

ー

ジー
ラ ン ドで は ， 保育制度改革が教育全体 の 効率性 を高め てい るの かの 検証 も国 レ

ベ ル で 行 っ て い る （前掲図表 3）。 質の よ い 保育を受 けた子 ど もは
， そ の 後の 成績

が よい こ とな どを調査 で確認 しなが ら，さ らな る幼児教育 ・
保育予算を獲得す る と

い うプ ロ セ ス をふ まえて い る 。

　諸外 国で ， 保育制度 を福祉 制度体系で な く教育制度体系 に位置づ ける理 由に は ，

よ り多 くの 子 どもに幼児教育の 機会 を保障 し ， 子 ど もの 能力 向上 を通 じた生産性 の

向上 ， 所得の 増加 に つ な げ ， 税収増 ， 生 活保護等 の 社会 費用の 低減な どに つ な げる

狙い もある 。 た と えばス ウ ェ
ーデ ン で は

， 親が 育児休業中や 失業中の 場合 ， 保育所

を利 用する 権利 は原則 なか っ た が ，保育所が 教育機 関 と位聟づ け られ た こ とで ，親

の 状況 に か か わ らず子 ど も本人 に幼児教育を受 ける権利 が保障 され る よ うに な っ た 。

幼児教膏
・
保育 を受ける こ との 効果 は ， 恵 まれ な い 家庭の 子 ど もほ ど大 きい とい う

こ とが 指摘 され て お り， 親が 失業 中で 貧困状態 にあ る 子ど もに は ， む しろ 優先的に

幼児教育の 機会 を保障する こ とが 期待 され る 。 幼児教育 ・保育施設 を教 育制度体系

に位 置づ けれ ば，親の 就労の 有無な どで ，幼児教育の 機会が左右 され る こ とな く，

よ り多 くの 子 ど もに 幼児教育の 機会 を与 え る こ とが で き， 将来的 な経済成長 を促 し，
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社会保障費用の 錨 約 に もなる とい う狙い もある。

2．2・． 質の 向上 に向けた取 り組み

　諸外 国で は
， 経済成長戦略の

一
環 と して 教育 を重視 し

，
なか で も幼児期が重要で

ある とい う考えが あるた め
， 幼児教 育 ・保育の 質 をい かに高め るか ， 制度上様 々 な

配慮や 工 夫が な され てい る 。 施設の 量 的拡大 とい う観点か らは ， 日本同様 ， 諸外国

にお い て も民営化の 傾向があ り，
ニ ュ

ージ ー
ラ ン ドで は100％ ， イギ リス で は80％ ，

ス ウ ェ
ー

デ ン で も17％が民営施設を利用 して い るが，民営化に よ り質 を低下 させ な

い よ うに する こ とに も力 を入れて い る 。

　第
一

に ， 乳幼児期の 独 自性 をふ まえつ つ
， 学校教 育 との 接続 も意識 して ， 幼児教

育の 指針作 りに力が 入れ られ て い る 。 た とえば ， イギ リス で は2008年 に新 しい 幼児

教育指針 （EarlY　Years　Foundation　Stage）が 導入 され たが ， この 指針作成に 当た

っ て は ， まず 1997年か ら2004年 にか けて 政府 レ ベ ル で
， 効 果的 な幼児教育の あ り方

に つ い て の 研究が行 われ ， その 結果を もとに指針 案が作成 され ， さ らに一般お よ び

保育関係者の 意見聴取を経て 最終版 とな るな ど ， 「よい 幼児教育
・
保育 とは何 か」

に つ い て 徹底的に議論 され た 。 さらに政府 は新 しい 指針 を周知す るた めの リ
ー

フ レ

ッ ト
ω
など を発行 し， 保育関係者 と保護者が質の よ い 保育に つ い て ， 共通の 理解 を

持て る ように して い る 。

　第二 に ， 施設や 自治体 の 取 り組み に関 して評価 を行 い
， そ の 情報を積極的 に公 開

する動 きが ある 。 民営施設が 中心 とな っ て い る イギ リス や ニ ュ
ージ ー

ラ ン ドで は，

す べ て の 施設が 定期的に外部の 監査 を受け ， その 監査結果の レ ポー トがすべ て イ ン

ター
ネ ッ ト上 で 公 開 されて い る

 
。 評価 は 点数で は な く，法令 に沿 っ て 運営 され て

い るか ， 教育 の 内容 が適切か な どに つ い て記述するス タイル で ， 保護者が 施設 を選

ぶ 際 に参考にす る こ とが で きる 。 イ ギ リス では ， 特に優れ た取 り組 みが見 られ た施

設 を認定 して ， 施設名 をホーム ペ ージで 紹介 し，紹介 され た施設 はその こ とを示す

ロ ゴ マ ーク をホ ーム ペ ージ等で 使用 で きる ように な っ て い る 。

　 また
， 諸外 国で は

， 自治体が 幼児教育 ・保育施設 の 整備 に責任 を持 つ 国 も多い が ，

そ の 際 ， 自治体が積極的 に取 り組んで い る か ど うか に つ い て ， 国が チ ェ ッ ク L て そ

の 情報 を公 開す る動 き もあ る 。 イギ リス で は2006年の 保育法で ， 自治体が 中心 とな

っ て 乳幼児期 の教育 ・福祉の 質向上 と格差縮小に取 り組む こ とを義務付 けた上 で ，

自治体 の 取 り組み を具体的なデ
ー

タで 評価 して い る
 

。 こ うした情報公 開の 仕組 み

に よ り， 施設や 自治体が積極的 に取 り組 まざる を得 な い 環境 と な っ て い る 。
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　第三 に，単 に施設や 自治体の 責任 とする の で はな く， 施設や 自治体の 取 り組み を

国が支援 す る 動 きも見 られ る 。 イギ リス で は ， 大卒の 職員の 割合が 公 立施 設で は

40％で あ るの に対 して ， 民間施設で は 3 ％ にす ぎない こ とから， 国は民 間施設 に大

卒の 職員を増やす た め の 予算 （Graduate　Leader　Fi皿 d）を計上 して い る ほ か ， 施

設 に一
元 的に ア ドバ イ ス 等 を行 う仕組 み と して，乳幼児期 コ ンサ ル タ ン ト （Early

Years　Consultant） を派遣す る仕組み を導入 し， 政府 は コ ン サ ル タ ン トの た め の ハ

ン ドブ ッ ク （Early　Years　Consultant
’
s　Handbook） も作成 して い る 。 政 府は現場の

取 り組み を評価す るだけで な く， 資金面 や情報面な どで 現場 の 負担を軽減す る こ と

で ，質の 向上 を図 っ て い る 。

2，3． 費用対効果を意識 した工 夫

　諸外国で は，幼児教育 ・
保育制度へ の 投資に 積極 的な 国が多 い が

，

一
方で 限 られ

た財源 を い か に有効 に活用 し， 効果 を最 大化す るか とい う観点か らの 工 夫が 目に付

く。

　第
一

に ， 待機児童解消の 観点か ら ， 保護者が 自ら共同運 営する 施設や柑父母が 保

育する方式に注 目 し， 質の 向 ヒも図 りつ つ 普及 を奨 励す る動 きが あ る。た とえば，

フ ラ ン ス に は親保育 園 （cr6che 　parentale ） とい う親が 共同で 運営 する 保育所 が あ

る 。 ス ウ ェ
ーデ ン で は待機児童が 問題 とな っ た時期 に ， 自治体が公務員 を増やす代

わ りに ， 親が 協 同組合 を作 っ て 保育士 を雇 う方式の 保育所づ くりを後押 しし ， 現 在

は民営保育所 に通 う子 ど もの うち，企 業が 運営す る方式が 3分の 1強 ， 親の 共同運

営 方式 もそれ に 近 い 人数 となっ て い る 。 親 の共 同運営 に よる保育所に は ， 他 の保 育

所 と同水準の 補助金 が投入 され て い る が
， 親の 意向が 反映 されや す く， 保育 内容や

保育時間な どで 満足度が 高 い こ とか ら ， 待機児童 が解消 されたの ち も支持 されて い

る 。 オ ラ ン ダで は，孫の 面倒 を定期的 に見 て い る柤 父母 を公 的 な シ ス テ ム の
一
部 と

み な し， 他の 保 育者 を雇 う場合 と同様 ， 登 録 を して
…

定の 質 を確保する こ と を前提

に ， 手当が 支給 され る 。

　 また ， 保護者の 意見 を聞かず に ニ
ーズ に 合わ な い サ ービ ス を提供する こ とは，財

源の 無駄 との 考 えがあ り，保育 の 質の 向上 に向けて ，親の 意見や ア イデ ィ ア を吸 い

上 げる こ とに も力 を入れ る傾 向が あ る 。 た とえ ば イギ リス で は ， 幼児教 育 ・保育施

設の 監査 を行 う教育水準局が ， 施設に対する苦情な どを積極 的に 受け付 け ， それ を

施設運営の 改善に 結 び つ ける役割 も担 っ て い る 。 親 をサ ービス の 受け手 と位遣づ け

る の で は な く， 幼児教育 ・保育の 充実 に役立 つ 貴重 な資源とみ なす こ とで
， 財源の
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有効活用 を図 っ てい る 。

　第二 に，幼児期には ， 施設以上 に ， 家庭や地域 が子どもに及 ぼす影響が大 きい と

い う考えか ら， 幼児教育 ・保育施設が ， 家庭 や地域 に対 して も積極的に働 きかける

動 きが 見 られ る 。 イギ リス で は
， 幼児教育

・
保育施設で

， 親や地域住民 に対 して も

様 々 なサ ー ビス を提供する 「子 どもセ ン タ
ー

（Sure　Start　Children
’
s　Centre）」 と呼

ば れ る施設の 整備が 進め られ てい る 。 医療 ・保健サ
ービス や ヨ ガ

，
フ ィ ッ トネス な

どの レ ク リ エ ー シ ョ ン
， 就職に役立 つ パ ソ コ ン の 講習な どを通 じて

， 親の 身体的 ，

精神的， 経済的 な安定を図る こ とで ， 幼児教育の 充実を狙 っ た取 り組み であ る 。 ま

た
，

一か所 に こ れ らの サ
ー ビス を集め る こ とで 利用率が 高 ま り，ぱ らぱ らに サ

ービ

ス を提供する よ りも， 費用 対効果が高い こ とか ら も， 積極的に整備が 進め られ ， 10

年ほ どで全 国に3，000か所以上 に広が っ た 。 子 どもセ ン タ ーで は ， カ フ ェ が よ く利

用 され て お り，ス タ ッ フ や他 の 利用者 との 会話の なかか ら，親が 自分の 課題 に気づ

き， 具体的な行動 につ なげる こ とな ど も狃 っ て い る 。

　その ほ か ，
ニ ュ

ージ ーラ ン ドで は
， 幼児教育の 充実 に は親の 成長が 重要で あ る と

の 考えで
， 親の た め の 学習 コ ース の 受講が義務付け られ て い る幼児教育施設 「プ レ

イセ ン ター （playcentre）」が ある 。 「家族が 一
緒 に成長す る （Families　growing 　to−

gether）」 とい う基本理念 を掲 げ， 親は 学習 コ
ー

ス に参加 して ， 子 どもとの 接 し方

な どを学び なが ら
， 専 門家の 教師 を雇わ ずに 親 自らが教師役 を務め

， 実践 も行 うと

い うユ ニ ー クな活動で
， 60年以上 も前 に民間主導 で始 まっ た活動が ， 現在は幼児教

育 ・保育施設の
一形態 と して ， 政府の 補助も受けて い る 。 幼児教育 と成人教育の 機

能を
一

か所に集め る こ とで
， 財政的 に見て も効率が よ く， 家庭教育の 充実 ， 親 自身

の キ ャ リァ ア ッ プ，将来的 に も助 け合 える仲 間づ くりな ど
， その 波及効果が注 目さ

れてい る 。

　第三 に ， 諸外 国で は ， 幼児教育 ・保育施設 での 対応 を拡大する方向だけで な く，

親 の 労働時間短縮 を進 め る方向が 検討 され て い る 。 0歳児保育，病児保育 ， 残業等

に対応 する時間延長保育な ど は，育児休業，看護休暇，残業の 解消 に よ っ て も代替

で き， 子 ど もへ の 影響 ， 労働 生産性へ の 影響 ， 財 政負担 へ の 影響等 を総合的に検討

し，休 暇制度の 充実や労働時間の 短縮 の 方 に力 を入 れ る国 もあ る 。 た とえばオ ラ ン

ダで は ，
パ ー ト労働の 処遇向上 を進め ， 労働時間の 短縮が容易 にな っ たた め ， 保育

制度へ の 負荷が 他国 よ り少な く， 財源が 節約 で きる と同時 に，子 ど もの 福祉 ラ ン キ

ン グ
ω

で 1位 となる な ど
， 子 ど もの 福祉 も充実 し ， か つ 女性 の 就業率 も高 くな っ て

い る （図表 6 ）。
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（図表 6）　宋子 の 年齢別に み た母親の就業率 （2007年）
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（資料）OECD 　Family　database　Chart　LMF2 ．2

　第四 に ， 幼児教育 にお い て ， 有能 な子 ど もへ の 特別な配慮が議論 されて い る 国が

ある 。 諸外国で は ， 子 ど もの 格差 を どう縮小す るか に高 い 関 心が 払わ れ て い る一方

で ，すべ て の 子 ど もに 能力 を最大限に伸 ばす環境が 与 えられ るべ きだ と い う考え方

もある 。 イギ リ ス の 子 ど も施策に関す る報告書で は ， 「子 ど もは最 も貴重な天 然資

源 で あ る」とい うア メ リカ の ハ ー バ ー ト ・
フ

ーバ ー
大統領 の 言葉 が 引用 され て お

り剛 子 どもが 能力 を伸ばせ な い 環境 にあ る こ とは
，

人道 的観 点か らの み な らず ，

経済的 な観点か ら見 て も問題 だ と考 え られ て い る 。 イギ リス で は
， 有能 な子 ど も

（gifted　and 　talented　children ）を ， 特別 な ニ ーズ の あ る 子 ど も と して 位置づ け ， 能

力 を伸 ばせ る 環境 を与 える こ とが教育政 策 E
， 重視 され て い る

 
。

3 ．　 日本 の 幼児教 育 ・保育政 策へ の 期待

　以 上，諸外国で は，幼児教 育
・
保育政策が経済成長戦略の

一
つ として 注 目され．，

経済的 な観点 か ら も制 度の あ り方が活発 に議論 され ， そ の結果制 度 の 充実に もつ な

が っ て い る こ とを見て きた 。 最後 に ， 諸外国の 動 向をふ まえ， H 本の 幼児教育 ・保

育政 策 へ の 期待 に つ い て 簡単 に まとめて お きた い 。
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3．1． 経済的観点か らの 議論の 必要性

　日本の 幼児教育 ・保 育政策につ い て は ， 教育 と児童福祉そ れ ぞ れ の領域か ら別 々

に検討され ， 最近 で は 少子 化対策 （出産促進 ＋ 労働力不足 へ の 対応）の 観点か ら議

論 され る傾 向にある 。 また ， 財政難を背景に最小の コ ス トで最大の 受けλ れ を目指

す 「待機児童ゼ ロ 作戦」で は ， 規制緩和 の 名の 下 に基準 を引 き下 げる動 きが 目立 っ

た 。 そ こ には ， 諸外国 に見 られ る教育政 策にお ける幼児教育 の重 要性， 貧困対策 と

して の 保育 の 重要性，公的投資の 費用対効果最大化 な どの 視点 はな い
。 その 結果，

投資へ の 社会的合意が得 に くく， 幼児教育 ・保育の 質の 向上 に向けた議論 もない 。

そ して 学力低下 や子 どもの 貧困率上昇 とい う問題が起 こ り始め て い る ． 出生率の 上

昇や女性の 就業率上 昇 も， 諸外 国と比べ て 大 き く遅れ て い る 。

　 日本 で は教育や福祉 に関 して ，

一
般的に経済的な観点か ら議論 をす る こ とが好 ま

れ ない 傾 向が ある 。 そ して ，

一
方で は財源 の 制約 を絶対視 する かの よ うな ， 極端な

か た ちで の 経済的観点か らの 議論がある 。 目先の 問題に 対症療法的に対応する よ う

な議論が多 く， そ の 結果 ， どの よ うな制度設計をすれ ば費用対効果 を最大化で きる

か とい っ た幅の広 い 総合的な議論が ほ とん ど見 られ な い
。

　諸外国で は ， 幼児教育 ・保育政策が，女性や子 ど もの 人権 の 観点か ら議論 され る

と同時に ，経済成長戦略 と して の教育の 重要性や 女性労働力活用の 観点か ら も議論

され て お り，
この 二 つ は どち らを優先させ るか で は な く， どち ら も重要で あ り， そ

の バ ラ ン ス を意識 した制度が検討 されて い る よ うに 見える 。 また ， 経済的な観点か

らの 議論が
， 短期 的な予算の 節約の 問題で は な く， 長期的な視点で ど こ に投資すべ

きかや ，
どうすれば無駄 を省 い て費用対効果 を高め られ るか とい っ た ， 幅広い もの

に なっ て い る 。 日本で も， 社会的 目標 と経済的 目標の 両方 を達成する方向に 向けて ，

よ り広 い 意味で の 経済的視点に 立 っ て ， 幼児教育 ・保育政策の あ り方を検討すべ き

で ある 。

　諸外国で は ， どの よ うな幼児教育 を受ける とその 後の 成績が よ い か ， 家庭の 状況

と子 どもの成績の 関係 な ど
， 様 々 な角度か らの 研究が蓄積 され て お り， そ れ をふ ま

えて 幼児教育 i 保育の 質の 重 要性 や ，親 を支援す る こ との 重要性 などが 明 らか にな

り， 質を高め るた め には どうした ら よい か，親支援の あ り方は どの よ うな形が 効果

的か な ど
， 政策の 検討に当た っ て 様々 な工 夫が な され て い る 。 日本 で は ， 教育の 責

任 を教 員の 資質 に求 め る傾 向が あ り，そ の よ うな研 究 自体が タブー
視 されが ち だが

，

教 育の 効率性を高め る に は ど うすべ きか とい う研究 を蓄積 し， また諸外 国 の 政策や

研 究の 動向 も把握 した上 で
， そ れ を政策作 りに生か して い くこ とが必要 で ある 。 日
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本 で もよ うや く最近 に な っ て ，諸外 国の 動向 もふ まえて，幼児教 育の 教育的 ・社会

経 済的効果や ， 格 差の 固定化
・
再生産の 懸念か ら， 幼児教育の 無償化 につ い て 議論

され た り鰍 幼稚 園出身者 と保育所 出身者の 学力 を比較 した デ ー タ を公表する
（11）

な

どの 動 きが 出て きて い る 。

　幼児教育 ・保育政 策につ い て は，行 政や 研究の 縦割 りを越 え，か つ グ n 一バ ル な

視点で の 検討が期待 され る 。

3．2． 「子ども ・子育て 新シス テ ム 」で示 され た幼保一体化の 課題
寸a

　政府 は ， 新た な次世代育成支援 の ため の 包括 的 ・一一元 的なシ ス テム の 構築 に つ い

て 検討 を行 うた め， 2010年 1 月に 「子 ど も ・子育て新 シ ス テ ム 検討会議」を設 置 し，

6 月に 「子 ど も
・
子育 て新 シ ス テ ム の 基本制度案要綱」 を発表 した 。 2011年 3月の

法律案提 出に向け ， 幼保
一

体化検討会等で の検討 が始 ま っ たが ， 基本制度案要 綱で

は ， 幼保 を
一

体化 して こ ども園 （仮称）に一本化する方向が示 された もの の ， 教育

政策 との 関係が ほ とん ど検討 され て お らず ， 諸外国の 動向も十分 に考慮され て い な

い
。 こ の た め，待機児童解消 の ため の サ

ー ビス の 量 的拡大 に重点が置かれ ， 諸外 国

で 活発 に議論 され て い る よ うな ， 幼児教育 ・保育の 質を どう高め てい くの か につ い

て の 検討 もほ とん ど行われ て い な い
。 自治体の 自由度を尊重する こ とや ， 多様な運

営主体の 参入 を促進する 「指定制」の 導入 な どが 掲げ られて い る が
， その こ とが幼

児教 育の 質や格差の 問題に もた らす影響 に つ い て の 検討が不足 して お り， 新制度の

導入 に当た っ て現場が 直面す る負担 を軽減 した り， 積極 的な取 り組み を引 き出す仕

組み や ， 無駄を省い て 費用対効果を最大化する 1二夫な ど も見当た らない 。 諸外国の

議論 と比 較 して ， 検討や議論が不 十分 な点が あま りに多い 。

　 「子 ど も
・
子育 て 新 シ ス テ ム 」で 掲 げ られた幼保

一
体化 に つ い て は ， 目先の 問題

に対症療法的に 制度づ くりをす る の で は な く， 経済成長戦略の
一

環 と して の 「人づ

くり」の 観点か ら も検討 を加 え， 長期 的な視 点で 戦略的か つ 論理 的に，関係者の 納

得の い く新 シ ス テ ム づ くりを期待 した い
。

（注〉

（1） 1990年代 に OECD24 か 国 中／7か 国で 子 ど もの 貧困率 が 上 昇 した こ と も紹介 さ

　 れ て い る 。

（2） フ ラ ン ス の 幼稚園 は ，

一
般 に 8 〜 9 時に 開始 し16〜 17時 に終了す るため ， 実 質

　約 に親の 就労支援の 機能 も担 っ て い る 。
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　　　　　　　　　　　　　　　　 経済成長戦略として注 目される幼児教育 ・保育政策

（3） 子 どもの権利の 擁護者 ， 代弁者 と して 関係機関を調査 した り， 勧告 を出 した り

　する 権限 を持つ 独立機関 。

（4） こ の リー フ レ ッ トの タ イ トル は 「子 どもの 遊び」（lt
’
s　childs 　play）とな っ て お

　 り， 子 ど もが興味 を持 っ て 楽 しんで い る ときほ ど学習効果が 高い とい っ た脳科学

　研 究の成果や ， 児童 の 権利 条約の 考え方な ど もふ まえた内容 とな っ て い る 。

（5） イギ リス は http：〃www ．ofsted ．gov ．uk ／，
ニ ュ

ージ ー
ラ ン ドは http：〃www ．ero ．

　govt ．nz ／で 施設ご との 監査 レ ポ ー トが 公開され て い る 。

（6） 自治体が求め られて い る成果 （EYOD ＝ Early　Years　Outcomes 　Duty） として

　は ，   5歳 （小 学校入学）時点の 目標 を一
定程度達成 した子 ど もの 割合が 上昇し

　て い るか ，   目標達成度の 低い 20％の 子 ど もの 平均値 と全体の 中央値の 差が縮 ま

　 っ て い るか ， な どが ある 。

（7）　UNICEF 　Innocenti　Research　Centre，2007，　Chigd∫）

overty 豌 Pers ）ective ，　An

　 Overview｛of　Child　Well−Being　in　Rich　Countries，　Report　Card　7 に よ る 。

（8）　The 　Lord　Laming ，2009，　 The　1）
rotection 〔）f　Children　in　England：AP7   鷲 ∫∫

　Report　P，14に ℃hildren　are 　our 　most 　valuable 　natura ユresource ．
”

が引用 されて

　 い る 。

（9） 政府 は保育者向けに，子 ど もの 才能をい か に発見し ， どう仲ぱすか に つ い て解

　説した冊子 を発行 して い る （DCSF ，　2010，　Finding　and 　exPlore
’
ng 　young 　children 　

’

s

　ftzscinations−Strengthening　the　qzazlity　ofgtJfted　and 　talented　Provision　in　the　earl ），

　years）

（IO） 2009年 5 月に は，文部科学省 「今後の 幼児教育の 振興方策に関する研究会 」が

　 中間報告 「幼児教育 の 無償化 に つ い て 」 を出 し， 政府の 教育再生懇談会が 出 した

　 「こ れ まで の 審議 の まとめ
一

第四次報告
一

「教育安心社会」の 実現
一

「人生 前半

　の 社会保障」の 充実 を一 」で も， 格差の 固定化 ・再生産の 懸念がある として ， 幼

　 児教育を取 り上げて い る 。

（11） 国立 教育政 策研 究所 「平成22年度 全 国学力 ・学習状況調査 調査結果の ポ イ ン

　 ト」P ．18

働　詳細 は拙稿 （池本　 2010） を参照 され た い
。

〈参考文献＞

Council　 of 　the　 European 　Union，2007，
“
Conclusions　of　the　 Council　and 　 of 　the

　 Representatives　of　the　Governments 　of　the　Member 　States，　meeting 　within 　the

43

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



The Japan Society of Educational Sociology

NII-Electronic Library Service

The 　Japan 　Soolety 　of 　Eduoatlonal 　Soolology

　Counci1，0rl　 the　 importance　 of　 family　 friendly　 policies　 in　 Europe　 and 　 the

　establishment 　of　an 　Alliance　for　Families
”

池本美香 ，
2007

， 「乳幼児期の 子 ど もに か か わ る制度を再構築す る
一 制度改革の 方

　向 と企 業の 役割一 」 日本総 合研 究所 『Business＆ EconQmic　Review』2007年12

　月号，pp ．43−101．

池本美香 ， 2010， 「子 ど も ・
子育て 新シ ス テ ム の 評 価 と課 題一 幼保

…
体 化 を 中心

　に一」 日本総合研究所 『政策観測』NQ 　20

0ECD ，2005， 「機 会 拡 大 ：積 極 的 な 社 会 政 策 は， い か に 我 々 の 役 に 立 つ か」

　（Extending　QPPortunit’iesr　ffow　A 　ctive 　Sociat　Policy　Cafz　Benefit　Us、All 口本語訳）

OECD ， 2GO6，　Stαrting 　Strong　II，

OECD ，20eg，1）oing 　Better　fbr　Children．

大竹文雄 ， 2009， 「就学前教育の 投資効果か ら見た幼児教育の 意義」Benesse教育

　研 究開発 セ ン タ
ー

『BERD 』 No ．16，　 pp ．30−32．

44

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



The Japan Society of Educational Sociology

NII-Electronic Library Service

The  JapanSociety  ofEducational  Sociology

fffintfiwaes& UCIgEnkzavevaE  ･ fXEiteq

ABSTRACT

  Early Childhood Education and  Care Policy as  an  Economic

     Growth Strategy: World Trends in ECEC  Policy Reform

                                                    IKEMOTO,  Mika

                                  (The Japan Research Institute, Limited)

  The  aim of  this paper  is to review  world  trends  iri early  childhood  education  and

care  (ECEC) policy reform  and  discuss the future of  ECEC  policy in Japan, In many

countries,  ECEC  policy has been recently  reexamined  after  the  adoption  of  the

Conventlon on  the Elimination of All Forms  of Discrimination qgainst Women  and

the Convention on  the Rlghts of  the  Child by the United Nations General Assembly,

Furthermere, ECEC  policy is recentiy  regarded  as'an  important matter  in a  nation's

economic  growth. Suffering from a labor shortage  in the aging  society,  governments

need  to increase the participation oE  women  in the labor force. Under  the rapid

increase of social security  expenditure,  governments are  expected  te tackie the

problem  of child  poverty and  educational  gaps. Recent research  shows  that

preschool education  has a great influence en  the ecaciency  of  school  education.

  Concretely, some  governments  have transferred control  over  ECEC  policy from

the  ministry  of  soeial  welfare  to the ministry  of  education.  This means  that ECEC  is

regarded  as  a  means  of  human  capital  investment, not  as  humanitarian aid,

Therefore, the quality of  ECEC  is becoming a  matter  of  great importance. From  an

economic  point of  view,  governments  also  consider  ECEC  policy reform  in order  to

maximize  the effectiveness  of  public investment. For example,  some  governments

put public money  in parent eooperative  ECEC  or  childcare  given  by grandparents,

In some  countries, ECEC  teachers work  on  parents  and  local communities  and  the

working  hours of  parents  are  also  reexamined  for the quality of ECEC. Recently, the

Japanese government  began to diseuss the future of  chiid and  childcare  policy,

including the  integratien of  presCheol  education  and  care.  Future ECEC  policy

should  be discussed not  only  from the humanitariari point of  view.  but also  as  an

economic  growth  strategy,

keywords: Early chi]dhood  education  and  care  (ECEC) policy, Childcare,

Preschool education,  Economic  grewth strategy
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